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が 1789 年から 1791 年という時期を検討領域とする所以は，例えばフランス
大臣責任制，特に大臣の刑事責任に関して第三共和制中盤の時点での歴史的
総括を行ったルイ・フェルステル Louis Ferstel の研究に倣えば， この時期が， 







れた当初においては，フォート faute の存在およびそれへの非難 blâme を前
提とし，これらに緊密に結びついていたが，第三共和制の段階においては，
議会と大臣との間における不合意 désaccord のみを与件とする辞職と結合す















1789 年 5 月 5 日の三部会の招集に前後する時期の政治生活の重大問題が， 




























































































会下， 1791 年 4 月から 9 月にかけて， 制度的形態として結晶化する。すなわ
ち，それは時系列順に挙げれば，「内閣の組織に関する 1791 年 4 月 27 日―5
月 25 日の法律」「国家高等院 Haute Cour nationale の組織に関する 1791 年






既に 1789 年夏の段階で予期されていた。1789 年 7 月 6 日に憲法制定国民議













































こととなる。そして，1789 年 10 月 21 日のデクレ28）によって，大革命後初
めての特別法廷が，国家反逆罪 crimes de lèse-nation を事物的管轄として，
85
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シャトレ・ド・パリに置かれた。しかし， この特別法廷は短命であり， 翌 1790
年 10 月 25 日の憲法制定国民議会によって廃止されると同時に，その役割は
同日にオルレアンへの設置が決定された臨時特別法廷へと引き継がれた29）。
そして，この臨時法廷は 1791 年 5 月 10 日デクレ（5 月 10 日―15 日の法律）に
よって国家高等院の形態において本格的な組織化を受けることとなった30）。




れる。」 （第 5条） とされていた31）。裁判体に関しては，4人の高等判事 grands 
juges と 24 人の高等陪審員 hautes jurés から構成されること，高等判事は破







（第 7 条） という規定によって強力なものとされていた33）。しかし，そこで規















































9 月 3 日憲法の成立を以てその祖型の成立を見たのである。
以上，「内閣の組織に関する 1791 年 4 月 27 日―5 月 25 日の法律」「国家













月 25 日―10 月 6 日の刑法典」である。同刑法典は明らかに「内閣の組織に












もしくは命令に対して為された副署」 （監禁刑 20 年）43），「立法府による許可ま
たは要請なしで，立法府が会同する場所より 3万トワズ内への軍部隊の進駐
の命令，かかる命令への副署」 （監禁刑 20 年）44），「第一次集会，選挙人団集会
への軍隊による威圧の命令，これに対する副署」 （監禁刑 15 年）45），「執行権か
ら発された，個人の自由を侵害する文書に対して為された副署」（監禁刑 12
年）46）， 「その他個人の自由権侵害」 （監禁刑 6年から 2年）47）等が規定された。か
ような規定を置く 1791 年 9 月 25 日―10 月 6 日の刑法典の特異に政治的な



























ており，「内閣の組織に関する 1791 年 4 月 27 日―5 月 25 日の法律」の為の
デクレが審議される過程において，大臣責任についての法的（＝非・政治的）
性格が確認されると同時に，委細を個別法に委任するという方法が採られて
















































































周知の通り，イギリス大臣責任制は，14 世紀から 18 世紀にかけての大臣
弾劾制の上に成立したものであり，上に挙げたような政治責任は 18 世紀に









































































































































































































国から継受する，という方法は否定されている。佐藤功は P. W. Bluck と J. 






ては， 所謂 「消極的 négatif」 な権力分立理解が支配的であったことである。
ただし， 議論は， 権力作用の分立に係る点と， 機関相互の独立に係る点とで， 
区別される。先ず，大革命の同段階における権力分立理解の 「消極」 性は，



















られた玉璽令状 lettre de cachet のようにしか見えません。」91）とシイエスは
論難する。この審議においては，君主制に関する二つの異なった観念が強調
されることによって，拒否権が現実味を帯びることとなった。フィリップ・































































4 4 4 4
大臣およびその他の官吏によって国王の
権限のもとで行使される。」100）（同憲法第 14 条）  そして「大臣を選任し，罷免
するのは国王のみに
4 4 4












































































国王に対して為される勅語奉答 adresse au Roi を介して生起した。そして，





ある。そして，1791 年 4 月 27 日―5月 25 日法律が成立することによって，
勅語奉答は法的基盤を獲得する。大臣の政治責任原理は，フランス憲政史上
初めて，実定法上の概念として成立したのである。本節では，以上のような






先ず，1791 年 4 月 27 日―5月 25 日法律成立以前の政治動態に関して検討
しよう。























Gérard, comte de Lally-Tollendal もまた，国王が自らの意図に従って評定官











が 1 年余り後に生じる。「ブレスト事件 l’Affaire de Brest」120）すなわち，ブ
レスト港における艦隊の不服従とそれに伴う騒擾に際して，1790 年 10 月 19


























民議会は彼らの『身柄 leurs têtes』を求めるのであって，彼らの『職務 leurs 
places』を求めるのではない。」126）と。
奉答案支持者たちは，逆に，国務評定官に対する立法府の監督義務を示唆

























































テマティックに結びつけようという制度的試みへと繋がる。1791 年 4 月 27
日―5月 25 日法律の採択である。
第 2節　1791 年 4 月 27 日―5月 25 日法律第 28 条






































































齎すものであることは，1789 年 7 月と 1790 年 10 月の奉答によって既に確
認済であった。それ故， 「1791 年以来， 必ずしも刑事訴追にまで至らずとも， 
国王による大臣の罷免を望むことによって，議会は一層更に一層の大臣への
不信任権 le droit de censurer un ministre を自らのものとしてきた。大臣の
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